
男女共同参画推進審議会席次表 

〔平成 25 年 1 月 31 日（木）午前 10 時～正午 5 階 研修室 AB〕 
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資料１

安井 
(ﾔｽｲ)次長 

笠原 
(ｶｻﾊﾗ)部長 

谷内 
(ﾀﾆｳﾁ)課長 

大益 
(ｵｵﾏｽ)副主幹 

関係 
所管課 

須志原 
(ｽｼﾊﾗ)主査 

傍聴席 

【副会長】 【会長】 

太田和(ｵｵﾀﾜ)委員

荒井(ｱﾗｲ)委員 

小椋(ｵｸﾞﾗ)委員

小川(ｵｶﾞﾜ)委員 長谷川(ﾊｾｶﾞﾜ)委員

宮腰(ﾐﾔｺｼ)委員

森田(ﾓﾘﾀ)委員

加藤(ｶﾄｳ)委員

三善(ﾐﾖｼ)委員 小保方(ｵﾎﾞｶﾀ)委員

佐野(ｻﾉ)委員 

古財(ｺｻﾞｲ)委員



委員氏名 出欠状況 分野 職業等

1
みよし　かつよ

三善　勝代
出席 学識経験者 和洋女子大学教授

2
おぼかた　としこ

小保方　稔子
出席 学識経験者 帝京平成大学教授

3
みやこし　なおこ

宮腰　直子
出席 法曹 弁護士

4
こざい みえこ

古戝　美枝子
出席 教育分野 国府台女子学院中学部教頭

5
おおたわ　まこと

太田和　誠
出席 教育分野 市立中学校長

6
おおたか　きわむ

大高　究 医療分野 医師

7
あらい　まこと

荒井  誠
出席 労働分野 市川青年会議所

8
とさか　こうじ

戸坂　幸二
労働分野 市川商工会議所

9
おおさこ　じゅんこ

大迫　淳子
労働分野 市川公共職業安定所

10
もりた　のぶこ

森田　信子 出席 労働分野 千葉銀行

11
おがわ　たかひろ

小川　隆啓 出席 福祉分野 市川市社会福祉協議会

12
かとう　ちえこ

加藤　知恵子 出席 保健分野 市川市保健推進協議会

13
おぐら　ゆい

小椋　唯 出席

14
さの　みやこ

佐野　美也子 出席

15
はせがわ　なおみ

長谷川　直美 出席 市民公募

【平成２４年度第２回（１月３１日）審議会開催分】

市川市男女共同参画推進審議会委員出欠名簿

市民公募

市民公募
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平成24年度第2回市川市男女共同参画推進審議会資料

■市川市男女共同参画基本計画第４次実施計画　事業別一覧（平成24年度第1回市川市男女共同参画推進審議会資料から一部抜粋）

№

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

評価 取組状況、今後の課題等

主要課題１　あらゆる分野への男女共同参画の促進
個別課題１　政策・方針決定過程への女性の参画

人材登録台帳の再
構築、活用

男女共同参
画課

様々な分野において知識・能力のあ
る女性を多数台帳登録し、活用を図
ることにより、女性の登用促進に努め
る。

登録済人
数

90人 84人

事業名 所管課 事業概要 目標 23年度目標 23年度実績

90

人材台帳の整備に向け、情報収集を行っている
最中であり、登録人数に増加はなかったが、台
帳の利用が２件あった。台帳への登録を積極的
に呼びかける。

各種審議会等への
女性委員の参画推
進

男女共同参
画課

各種審議会委員等において女性の
登用の促進を図るため「市川市審議
会等委員への女性登用促進要綱」を
見直し、女性委員の登用に向け担当
部署に対し要請する。

各種審議
会等の女
性委員割
合

26%
27.4%
（平成24年4
月1日現在）

100

「市川市審議会等委員への女性登用促進要綱」
を改正し、平成23年4月1日現在の調査結果（女
性委員の割合26.4%）に基づき、目標数値に達し
ない審議会等について、改善計画書の提出を求
めた。平成24年4月1日現在の調査では、委嘱し
ている審議会等51のうち、女性委員のいない審
議会数は5。

50

平成23年4月1日現在の調査で、女性委員割合
が目標に達していない部署へ改善計画書の中
で、市民公募枠の設定を選択肢の一つとして設
けた。公募や市民団体からの推薦など、市民等
の参加を促進し、附属機関の活性化を進める。

市女性職員の管理
職昇任選考試験の
受験促進

男女共同参
画課

市女性職員の管理職が男性職員に
比べ少ない現状を踏まえ、市女性職
員が管理職昇任選考試験を積極的
に受験するよう啓発を行う。

女性の受
験者数（主
幹職）

平成22年度
より増

42名
（平成22年度
は54名）

70

女性職員の受験促進について庁内に通知した
が、主幹職の女性受験割合は、10.1%であり、前
年度の12.7%より減少した。課長職の女性受験者
は、7名であり、前年度の5名より増となった。

審議会等委員の市
民公募促進

男女共同参
画課

意欲と能力のある男女が参画できる
よう、市民公募枠の設定を担当部署
に対し要請する。

公募枠委
員のいる
審議会総
数

11
6
（平成24年4
月1日現在）

90
関係部署と連携を図り引き続き啓発を行う。校長
会や学校訪問時に女性管理職の登用促進につ
いて積極的に呼びかける。

個別課題２　市民活動における男女共同参画に向けた支援

ボランティア活動等
の普及・啓発事業

ボランティア・
ＮＰＯ課

男女が進んで自治会や市民活動等
への参画やボランティア活動に参加
できるよう啓発活動を行うとともに、
女性の地域社会の参画を広げるた
めの取り組みを推進する。

「ボラン
ティア・ＮＰ
ＯＷｅｂ」登
録件数

280件 300件 100

女性管理職登用に
向けた参画機会の
環境整備

義務教育課
学校運営の各分野において一方の
性別に偏らない登用のため、意欲と
能力のある女性に機会を提供する。

女性管理
職（校長・
副校長・教
頭）の割合

14% 13%

夏休みボランティア体験事業の実績は、80メ
ニューで延べ1,747人の参加があった。今後も市
民活動情報を充実させるため、ボランティア・ＮＰ
ＯＷｅｂや情報誌を積極的に周知していく。

自治会活動活性化
事業

地域振興課

市川市自治会連合協議会において、
女性役員の人材育成を図るため、総
務企画部員と女性会長との意見交換
会を年１回開催するように努める。

開催回数 1回／年 1回／年 100

平成23年9月29日に女性会長との意見交換会を
開催し、９名の女性会長と自治会連合協議会役
員５名との出席が得られ、有意義なので今後も
是非継続して欲しいとの意見が出された。

90

男女共同参画センターの予約システムを市の公
共施設予約システムに移行したことにより、同時
に他の施設の空き状況が確認できるようになっ
たり、曜日や時間帯を限定した空き状況の確認
も可能となった。利用団体数は、延べ4,917団体。
更なる周知を行っていく。

男女共同参画課
ホームページの充
実

男女共同参
画課

男女共同参画に関する最新の情報
を提供する。

ホーム
ページの
更新回数

30回／年 63回／年 100

男女共同参画センターで開催する講座等の案内
ページや貸館業務に関するページを更新したり、
男女共同参画週間などの周知を行うページの作
成などを適宜行った。詳細な情報をホームペー
ジに掲載していく。

男女共同参画セン
ター貸館事業の推
進

男女共同参
画課

男女共同参画を推進する市民団体
等の活動場所および情報の提供。

利用率 48%／年 47.7%／年

70

入会者も数名いるものの退会者の方が圧倒的に
多く、また、平均年齢も高くなってきているため、
若い女性に入っていただけるような魅力あるボラ
ンティア活動ができる組織づくりを目指す。

主要課題２　男女共同参画の意識づくりと教育の推進
個別課題３　男女共同参画社会の形成の視点からの社会制度・慣行への配慮

男女共同参画セン
ター講演会事業

男女共同参
画課

男女共同参画を推進するための講
演会を開催する。

参加者数 350人／年 166人／年

婦人消防クラブ活
動事業

警防課市民
防災担当室

一般家庭からの火災を防止するた
め、各会員が火災予防知識、火災時
の適切な処置方法等を習得するとと
もに、地域における女性防災リー
ダーの育成を図る事を目的に結成さ
れた婦人消防クラブに補助金を支出
し、各種訓練や研修等を通じ、知識
や技術を習得させ地域の女性防災
リーダーとして活躍できるよう支援す
る。

救命講
習、訓練
回数

16回／年 12回／年

40

主催講演会「子どもの発達プロセスを知れば子
育てはこわくない（宮本まき子氏）」を１回、共催
講演会を１回開催した。今後は、男性の参加が
増えるような講演会を実施していく。

広報等による男女
共同参画情報の発
信

男女共同参
画課

男女共同参画に関する情報を広報・
ホームページ等を利用し積極的に発
信する。

広報紙へ
の情報提
供回数

15回／年 18回／年 100

講座開催やＤＶ相談に関する記事を掲載した。講
座の模様が、地域情報誌やケーブルテレビによ
り紹介された。今後は、市広報以外の情報発行
手段も積極的に確保する。

━

男女共同参画センターを利用している団体用が
情報発信できるボックスの整備を行った。また、
関係資料の配置や整備を行った。さらにセンター
の周知を行う。

講演会・イベント等
での人権啓発

男女共同参
画課

人権に関する情報の広報・啓発を行
う。

講演会参
加者数

430人／年 350人／年 80

人権週間の啓発イベントとして、11/19にヒューマ
ンフェスタいちかわを行い、松井久子監督講演と
最新作「レオニー」を上映。参加者のアンケートで
は、98％の方が「良かった」という結果であった。
さらにPRを積極的に行い、集客を図る。

男女共同参画セン
ターロビーの充実・
活用

男女共同参
画課

男女共同参画センターを利用する団
体相互の情報交換の場として充実さ
せる。また、講座開催や国・県・関係
機関等の資料を配置して情報提供を
行う。

━ ━ ━

100

コンビニ等において、少年にとって有害図書等の
区分陳列の指導及び県条例等の情報提供、研
修会を実施した。さらに、関係諸機関との連携を
図る。

個別課題４　就学前教育における男女平等教育の推進

男女平等保育の推
進

保育課
個々具体的な事例や場面に応じて、
性別、個性、能力に配慮した男女平
等保育を推進する。

公設公営
の実施園
数

21園／21園 2１園／21園 100

青少年有害図書の
自粛要請

地域教育課
（少年セン
ター）

性の商品化、暴力表現等を有する図
書の取扱自粛要請及び立ち入り調査
を実施する。

研修会の
実施

2回／年 2回／年

２１園全園で実施。今後も継続的に実施する。

男女平等教育の推
進

各幼稚園
（就学支援
課）

個々具体的な事例や場面に応じて、
性別、個性、能力に配慮した男女平
等教育を推進する。

公立の取
組園数

8園／8園 8園／8園 100
運動会など種目によって体力差等を考慮してい
る。今後も継続的に実施する。
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№ 評価 取組状況、今後の課題等事業名 所管課 事業概要 目標 23年度目標 23年度実績

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

個別課題５　学校教育における男女平等教育の推進

各教科、道徳、特
別活動及び総合的
な学習の時間にお
ける人権教育

指導課

子どもが、互いの人権を尊重し、男女
が平等に参画する中で、それぞれの
考えや立場の違いを認識しあえるよ
うな能力を身につけるための教育の
指導形態・指導方法の工夫や改善を
学校が行い、それに対して指導・支
援をする。

全小・中学
校で人権
教育に取
り組む。
（全小・中・
特別支援
学校数
56）

全小・中・特
別支援学校
で人権教育
推進体制を
整え、人権週
間等に取り組
む。

５６校 100

全小・中・特別支援学校で人権教育の推進体制
を整え、人権週間等に取り組んだ。教職員の人
権意識を高め、児童生徒の人権への興味関心を
深める。

100
各小・特別支援学校各学年分2部、各中学校に
各学年分10部とデータCDを配付した。今後も配
付予定である。

エイズ教育に関す
る教育講演会

保健体育課
思春期における男女の心身の健全
な発達のため、エイズ等の講演会を
開催する。

エイズ講
演会実施
回数

延べ8回／年 7回／年 80

学校内の組織である学校保健委員会、ヘルシー
スクール推進委員会等を中心に進めている。男
女双方とも参画しやすいように配慮している。
年々実施する学校が増えている。更に活性化す
るよう働きかける。

進路指導ノート「輝
かしい未来に向
かって」の活用

指導課

個性と能力に応じ、自立できるような
進路指導を行うため、男女平等の視
点に立った進路指導計画の見直しを
行うなど指導の推進、充実を図る。

全小学校・
特別支援
学校へ各
学年分2
部、全中
学校へ各
学年分10
部ずつの
資料を配
付する。

全校へ配付 全校へ配付

100
市内小・中学校の生徒指導主任56名が集まり、
生徒指導の状況・把握と指導主事より指導・助言
を行った。今後も研修会を実施していく。

個別課題６　家庭における男女平等教育の推進

教育相談事業 教育センター

子育てをする中で生じるさまざまな悩
みに関して、専門的知識を持つ教育
相談員等がカウンセリングや心理療
法等を行うことで、悩みの解消を図り
幼児・児童・生徒の健全育成を図る。

相談延件
数

前年度より増
加

5,551件／年
（平成22年度
は5,381件）

100

生徒指導・教科領
域指導に関する研
究・研修

指導課

発達段階や性別にも配慮しつつ、男
女共同参画意識を持った学校運営が
なされるよう関係者の研修会を実施
する。

各研修会
の実施回
数

6回／年 6回／年

相談に父親の来所をお願いする。母親を支える
父親の視点を父親に伝えていく必要がある。

家庭教育学級運営
事業

生涯学習振
興課

様々な活動を通じて、個性や能力に
応じた子どもの育成や家族とのかか
わり等について学ぶ機会を提供す
る。

①学級開
催数　②
参加延べ
人数

①450回／年
②16,750人／
年

①438回／年
②13,668人／
年

80
父親も参加しやすい講座運営をすると共に父親
の参加呼びかけを積極的に行う必要がある。

個別課題７　地域での男女共同参画を進める生涯学習の推進

男女共同参画セン
ター講座開催

男女共同参
画課

男女共同参画社会の実現に向けた
各種の講座を開催する。男女共同参
画センターの更なる周知や若年層の
利用促進に向けた分野の講座も実
施していく。

参加者数 500人／年 541人／年 100

主催講座を9本、28回開催した。参加者の割合
は、男性が３割、女性が７割であり、男性の参加
が少ない。参加者アンケートによる満足度は、
96.7%であった。今後は若年層や男性など幅広い
世代の参加を促すため、夜間や土日の開催を
行っていく。

100
市川駅南口図書館の開館に伴い、利用者が減
少している。利用者の増加に向け、資料室のＰＲ
を積極的に行う。

保育付講座の実施
公民館セン
ター

子育て世代が学習活動に参加しやす
いように、保育（託児）付き講座を開
催する。

講座数 13講座／年 7講座／年 50

子育ての不安や課題の解決・健康づくり等をねら
いとして講座を開催し、幼児をもつ親たちの学習
機会の提供に努めた。託児の際の保育士の安
定確保のため、他部署との連携や人材の登録等
の方法を検討する必要がある。

情報資料室の充実
男女共同参
画課

男女共同参画に関する書籍・情報を
収集し、市民に提供する。

資料閲覧
者数

800人／年 850人／年

90

土曜・日曜・夜間に講座を開催し、性別・年代を
問わず学習機会を提供できるよう努めた。
土曜・日曜開催　８３講座
夜間開催　４講座
一般を対象にした講座では年代が偏るため、年
齢層を絞って講座を開催し、全年代に対応した学
習機会を提供する必要がある。

主要課題３　ワーク・ライフ・バランスの推進による職場における男女共同参画の実現
個別課題８　就業機会の男女平等に向けた支援

若年者等就労支援
事業

雇用労政課

若年者等が気軽に立ち寄れるジョブ
サポートいちかわを開設し、毎週火
曜日～金曜日の午後に就労にかか
る個別相談、適職診断を実施する。

①利用人
数　②就
職者数

①利用者数
105人／年
②うち就職者
数　19人／年

①利用者数
85人／年
②うち就職者
数　2人／年

公民館での各種講
座の実施

公民館セン
ター

男女共同参画意識を育てるために、
男性や若年層・働く女性などを含め、
これまで講座に参加する機会が少な
かった層も参加しやすいよう内容、時
間帯などを工夫し講座の充実を図
る。

講座数 95講座／年 87講座／年

40

厳しい雇用情勢から就職に結びつかないが、個
別相談により仕事や就職活動で悩んでいる方の
さまざまな支援になっている。さらにジョブサポー
トいちかわのＰＲに努める。

家族経営協定締結
の推進

農政課
家族で農業を営む農家に、家族経営
協定の締結に向け働きかける。

協定締結
数

13件 9件 60
家族経営協定締結に向けて働きかけを行った
が、農家によって、意識の差がある。

個別課題９　男女共同参画に向けた雇用環境の整備促進

労働相談事業 雇用労政課

賃金、解雇、労働時間、労災等労働
条件に関する相談及び労働保険等
の手続き等の相談に社会保険労務
士が応じる。

相談対応
可能数

139人／年 134人／年 90
勤労者や事業主が抱える労働問題の解決に向
けて支援ができた。労働相談事業のＰＲに努め
る。

100

子育て支援課主催のワーク・ライフ・バランス推
進セミナー参加者へ、ワーク・ライフ・バランスの
リーフレットを配布した。今後も関係部署と連携
し、事業を進める。

一般事業主行動計
画策定支援事業

子育て支援
課

次世代育成支援対策推進法の改正
により、従業員数101人以上の企業
においても一般事業主行動計画の策
定が義務付けられたことを受け、対
象となる市内企業に計画策定の手引
やサンプル等を配布し、計画策定を
支援する。

サンプル
等の配布

80社／年 60社／年 70

市内企業（従業員数101人以上60社、それ以外
446社）に、厚生労働省が作成した、一般事業主
行動計画の策定義務・内容・公表周知・届出等に
ついて記載したパンフレットを郵送し、計画策定
の支援を行った。サンプル配布後の調査では、
101人以上の企業で一般事業主行動計画未策定
は2社。

企業への男女共同
参画啓発

男女共同参
画課

事業者に対し、ワーク・ライフ・バラン
ス及び男女共同参画の推進に関す
る啓発を行う。

啓発活動
の回数

１回以上／年 1回／年

個別課題１０　男女が共に働き続けるための社会環境の整備

保育園整備計画事
業

保育計画推
進課

仕事と子育ての両立支援に向けた環
境整備として保育施設を整備する。

①施設整
備予定数
②増加定
員数

①３園／年
②180名／年

①4園／年
②143名／年

80

新設保育園1園の整備に加え、増改築、分園設
置等により143名の定員増を図った。待機児童解
消のため、保育園整備だけでなく、多様な保育
サービスの施策を推進していく。

90
23年度は2名の待機者が発生した。待機児童を
ださないよう、施設や人材の確保に努める。

保育クラブ整備事
業

青少年育成
課

保育クラブの入所待機児童の解消に
向け、整備・拡充を図る。保護者が仕
事などで、放課後子どもの面倒がみ
られない場合、小学校１～３年生まで
を対象に放課後保育クラブを開所し
ている。（4年生は一部入所）

待機児童
解消率（4
月末日現
在）

100%

99.9%
（入所者数
　　3,110人、
待機2人）

2
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36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

ファミリー・サポー
ト・センター事業

子育て支援
課

地域において子育てに関する相互援
助活動を行うための会員組織である
「ファミリー・サポート・センター」に対
し、支援内容の充実や会員確保のサ
ポートに努め、仕事と子育ての両立
支援をバックアップする。

活動件数 10,000件／年 10,079件/年 100

依頼会員：3,743人
協力会員：255人
両方会員：498人
協力会員の高年齢化が進んでおり、次代につな
ぐためにも新規協力会員の確保が必要。

主要課題４　男女が協力し、支え合う家庭の確立と福祉の充実
個別課題１１　生活の場での自立の推進

両親学級
保健センター
健康支援課

妊娠・出産・育児についての知識を
深めるとともに、地域で夫婦が協力し
ながら安心して、妊娠・出産・育児が
できるよう援助する。

実施回数 24回／年 24回／年 100
初産婦数（2205人）に対し母親学級・両親学級参
加率が63.9%のため参加率が横ばいである。

80

キャンペーンやイベント等の広報活動で登録を呼
びかける事により、登録人数増となってはいる
が、目標登録人数実績は、８０．５％に留まって
いる。登録者は、６０歳代・７０歳代（約６０％強を
占める）が中心となっていることから、今後、若年
層への取り組みを強化したい。

個別課題１２　男女で担う子育ての環境づくり

家庭保育事業 保育課

認可保育園の待機児童解消および
保護者の多様な保育ニーズに対応
するため、家庭保育員による保育事
業を推進する。

①家庭保
育員数②
保育児童
数（延べ）

①32人
②751人／年

①23人
②300人／年

50

防犯対策事業 防犯課

誰もが安心して社会参画を果たすた
め、安全な街づくりの実現を目指し、
市民・警察・関係団体と協働してパト
ロール等の各種防犯対策を実施す
る。

ボランティ
アパトロー
ル登録者
数

3,500名 2,817名

利用児が保育園に入園できる件数が多かったの
で利用人数として増加はなかったが、少人数保
育の良さを感じ利用を希望する方もいる状況で
ある。今後も安全面を重視し実施していく。

病後児保育事業 保育課
子育てのための環境整備として多様
な保育サービスを推進する。（病後児
保育施設の拡充）

実施施設
数

4箇所 4箇所 100

市内4箇所（診療所2箇所、保育所2箇所）で実施
しており、概ね市内全域をカバーできている。より
利用しやすいよう、実施箇所数の増などについて
検討していく。

100

電話、訪問、庁内面接等で対応。必要に応じ、支
援計画を作成し、効果的に支援を実施する。引き
続き、必要に応じた父親への指導、支援を行って
いく。

要保護児童対策地
域協議会

子育て支援
課

要保護児童等への適切な支援を実
施するため、関係機関と協力・連携
し、要保護児童等に係る情報を共有
し、支援内容の検討・評価・進行管理
を行う協議会を設置する。

支援世帯
（実）

200世帯／年 293世帯／年 100
代表者会議を年2回、実務者会議を年12回、個
別ケース会議を年45回実施。性差に関係なく、よ
り多くの意見を発信、吸収できる場とする。

家庭児童相談事業
子育て支援
課

児童虐待相談の通報窓口機能を持
つとともに、家庭児童相談員が、要保
護児童に対する調査、支援計画の作
成、支援の実施を行う。また、発達や
育児の不安、養育環境に関する様々
な相談に対応し、育児不安の解消や
虐待の未然防止を図る。

相談件数 3,000件／年 3,195件／年

10

4世帯92時間利用。産後家庭訪問ホームヘルプ
サービスやひとり親家庭支援ホームヘルプサー
ビスなど、他のヘルパー派遣制度が充実し、実
績は減少しているため、利用目的の見直しが必
要と考える。

個別課題１３　障害者家庭とひとり親家庭等の自立支援

雇用促進奨励金 雇用労政課

市内居住の高年齢者、障害者、母子
家庭の母等を常用労働者として雇用
した事業主に対して奨励金を交付す
る。

交付金支
給数

高年齢者96
件・障害者13
件・母子家庭
の母7件・重
度障害者22
件・合計138
件（828月分）
／年

高年齢者131
件・障害者5
件・母子家庭
の母22件・重
度障害者31
件・合計189
件（1,134月
分）／年

100

養育支援訪問事業
子育て支援
課

児童の養育について積極的に支援
することが必要と判断される家庭に
対し、ヘルパー等を派遣して、養育に
関する指導、助言、家事・育児援助
等を行うことにより、家庭における児
童の適切な養育環境を確保する。

利用件数
（延訪問日
数）

360日／年 61日／年

年間で合計189件、1,134月分の交付金を支給し
た。

障害者職場実習奨
励金

雇用労政課
市内に居住する障害者を職場実習に
受け入れた事業主に奨励金を交付
する。

障害者職
場実習奨
励金

75件／年 99件／年 100
障害者の社会参加に向けた支援ができた。制度
のＰＲに努め、障害者の就労につなげていく。

100

前年度に引き続き、直営3箇所に委託の「基幹型
支援センター」を加えた4箇所による障害者相談
支援を実施した。障害者自立支援法の改正によ
る相談支援の枠組みの見直しを踏まえ、民間の
「指定特定相談支援」「指定一般相談支援」を含
めた総合的な相談支援体制を構築していく。

ひとり親相談事業
子育て支援
課

ひとり親家庭の生活や就労に関し
て、母子自立支援員等が相談に応
じ、自立に向けた支援を行う。

相談件数 1,000件／年 511件／年 50

必要に応じ、ひとり親へ支援サービスの提案や、
子育ての助言等を実施。相談内容の改善や就労
等につながっているが、利用者の拡大のため、
周知を強化する。

障害者相談支援事
業

障害者支援
課

障害者等の福祉に関する様々な問
題について障害者等からの相談に応
じ、情報の提供や助言をはじめ、障
害福祉サービスの利用支援、虐待の
防止、及びその早期発見のための関
係機関との連絡調整、障害者の権利
擁護のために必要な援助などを行
う。（三障害を包括した基幹的な拠点
とともに、市直営の相談支援拠点（3
か所）による体制整備を推進し、相談
支援サービスを提供する）

箇所数 4か所 4か所

0
ハローワーク市川にマザーズコーナーができたこ
となどから利用者が減少した。利用者の拡大の
ため、周知を強化する。

母子世帯・父子世
帯に対する市営住
宅の加点措置

市営住宅課

経済的な負担の大きい母子家庭・父
子家庭が市営住宅に応募した場合、
加点措置により入居できる可能性を
大きくし、住宅確保に向けた支援を行
う。

母子世帯
新規入居
者数

10世帯／年 12世帯／年 100
住宅に困窮しているひとり親世帯が市営住宅に
応募した場合、加点措置を行い、平成23年度に
入居を申し込んだ12世帯が新たに入居した。

母子自立支援プロ
グラム作成事業

子育て支援
課

児童扶養手当受給者が就労を希望
する場合、市のプログラム策定員が
面接に応じ就労支援プログラムを作
成し、自立を支援する。

利用者数 5件／年 0件／年

個別課題１４　高齢者への福祉の充実・自立支援

年金相談の実施 国民年金課
高齢者の安定した老後生活に向け年
金、福祉サービスに関する情報提供
及び相談を行う。

相談回数 24回／年 24回／年 100
年間の目標である相談回数を達成した。今後財
政的な問題で継続出来るかが心配される。

0

震災等の影響により、年度内の開設に遅れが生
じた。しかし、整備予定２ヵ所のうち、１ヵ所（定員
50名）については、24年6月に開設となった。建設
用地を確保することが課題である。

施設整備事業
高齢者支援
課

介護者や要介護高齢者が安心して
生活できるよう在宅介護支援施設を
充実させると共に、施設整備の促進
を図るため整備費用の一部を補助金
として交付する。

施設整備
数（定員）

２ヵ所(定員
150人) ／年

0ヵ所／年

3
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52
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61
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地域ケアシステム
推進事業

地域福祉支
援課

地域ケアシステムが多くの住民を巻
き込みながら、課題解決へ向けての
活動を展開できるよう支援を行う。ま
た、地域住民が主体となって地域の
福祉課題の解決に取り組めるよう、
サロン活動から見守り・支援活動や
小地域における支え合い活動に活動
内容を拡大していけるよう支援を行
う。なお、平成21年度末の現状では、
各種会議等開催頻度や、サロンの実
施回数に地区ごとのバラつきがある
ことから、全体の底上げを意識して支
援を行う。

①地域ケ
ア推進連
絡会等開
催数
②サロン
開設数

①168回／年
②100ヶ所／
年（内容充
実）

①61回／年
②84所／年

50

会議開催数、サロン数とも目標を下回ったが、拠
点来所者、サロン開催回数・参加人数ともに前年
をはるかに上回った。さらに地域ケアシステムの
認知度を向上させ、事業の周知を行ったり、地域
ケア推進連絡会のプラットフォーム化の推進、地
域福祉を担う人材の発掘・育成等を行う。

100
虐待防止研修については参加者を増やすため、
周知に努め、開催日時についても考慮する。研
修会の参加人数を増やしていく。

家族介護支援事業
地域福祉支
援課

要介護被保険者等の状態の維持・改
善を目的とした、適切な介護知識・技
術の習得や、外部サービスの適切な
利用方法の習得等を内容とした教室
を開催する。また、認知症サポーター
の養成講座を開催する。

講座開催
数

11箇所の在
宅介護支援
センターが年
44回実施

44回実施 100
参加者（特に男性）を増やすため、周知に努めて
いる。

権利擁護事業
地域福祉支
援課

高齢者の虐待の相談や権利擁護の
啓発などを行なう。
生活上に何らかの問題を抱え、解決
できずに困難な状況にある高齢者に
対し、安心して生活が出来るよう、専
門的・継続的な視点から権利擁護と
しての支援を行う。

活動回数
①虐待防
止ネット
ワーク会
議
②虐待防
止研修

①全体会を
年2回、実務
者会議を年2
回実施
②専門職向
け研修及び
市民向け研
修を各年1回
実施

①全体会を
年2回、実務
者会議を年2
回実施
②専門職向
け研修及び
市民向け研
修を各年1回
実施

個別課題１５　自立を支援する総合相談事業の推進

女性のための相談
男女共同参
画課

女性のためのさまざまな問題解決に
向けた相談を行う。

相談可能
体制

相談員1日3
名以上勤務
する日を週3
日とする

相談員1日3
名以上勤務
する日は週2
日であった

60

10月から配偶者暴力相談支援センターを開設し
たことで、相談件数が増加したため、新たに相談
員2名を採用し、3人体制で強化したが、4月～12
月までは、2人体制で対応した。今後も相談体制
を強化していく。

100

県主催のＤＶ対応初任者研修、中級者研修、
スーパーバイズ研修、婦人相談員研修等に参加
した。また、配偶者暴力相談支援センター開設か
らは月1回ケース検討会議を実施して相談員の
スキルアップに努めた。

民事相談事業
総合市民相
談課

市民の日常の悩みに応じるため、相
談窓口を設け、解決に向けた支援を
する。

相談対応
可能件数

10,000件／年 10,713件／年 100
各種相談内容を拡充したことにより相談件数が
目標数値を上回った。

ＤＶ専門相談員ス
キルアップ

男女共同参
画課

相談員は、研修参加、ケース検討会
議の実施等、スキルアップを図る。

研修およ
び会議回
数

11回／年 22回／年

主要課題５　生涯を通じた健康支援
個別課題１６　生涯を通じた健康の管理・保持増進

健康相談
保健センター
健康支援課

ライフサイクルに応じた心身の健康
に関する個別の相談に応じ、必要な
指導及び助言を行う。

相談対応
可能件数

電話相談 450
回／年
面接相談  75
回／年
栄養相談 490
回／年
(合計1,015回
／年)

電話相談 455
回／年
面接相談  93
回／年
栄養相談
1,173回／年
(合計1,721回
／年)

100

所内、電話などをはじめ、随時相談は受付てお
り、依頼の健康教育の中でも相談を受けている。
相談内容によっては他課を紹介しており、その後
の連携が課題である。

40

訪問件数は減少しているものの、精神疾患やメ
ンタル的に不安定な対象者が増加しており、1
件、1件に時間を費やすことが多い現状である。
対応できるマンパワーの確保が課題である。

健康教育事業
保健センター
健康支援課

生活習慣病の予防や健康管理に必
要な正しい知識を得、自身の健康に
対する認識と自覚を高めることによ
り、健康的な暮らしへの支援をする。

実施回数

食生活講座
20回／年
一般健康教
育260回／年
（合計 280回
／年)

食生活講座
18回／年
一般健康教
育259回／年
（合計 277回
／年)

90
市民から、健康に関するテーマでの依頼は多い
状況である。高齢者の参加が多く、働く世代や若
年層への働きかけが課題である。

訪問指導
保健センター
健康支援課

心身の状況・生活環境等から療養上
の保健指導が必要な者とその家族に
対して訪問し、必要な指導を行い、心
身低下防止と健康増進を図る。

訪問件数 １３０件／年 ５７件／年

個別課題１７　生涯を通じた心身の健康づくり支援

健康づくり支援事
業

保健センター
健康支援課

市民が主体となり健康上の課題の解
決に向け行動できるよう保健推進
員、食生活改善推進員と協力して支
援し、地域の健康水準の向上を図
る。

地域支援
グループ
数

10グループ／
年
(91回1,500人)

9グループ／
年75回1278
人

80
現在、９グループが継続して、健康づくりに取り組
んでいる。高齢者が多い状況だが、中高年にも
働きかけていく必要性を感じている。

90

育児に対する健康教育の依頼は増えている。情
報が錯綜する現在で専門職の話が聞ける機会と
してこれからも増える傾向。母親学級は初妊婦を
対象に行っている。

母子健康手帳およ
び父子手帳（お父さ
ん手帳）の交付

保健センター
健康支援課

妊娠届けを出した方に、母子の健康
管理の状況を記録する母子健康手
帳を交付します。併せて父親に対し
ても子育てへの関心を高めるとともに
育児参加が図られるよう父子手帳を
交付する。

交付数 5,200冊／年 4850冊／年 90

医療機関にて妊娠が確定して妊娠届出書にて母
子手帳と父子手帳を発行している。母子手帳に
夫の育児参加の内容が盛り込まれる予定となっ
ている。父子手帳との重複を避けるため内容の
見直しが必要。

母子健康教育事業
保健センター
健康支援課

妊娠初期から乳幼児・学童・思春期
の子どもと保護者を対象に、ライフサ
イクルに応じた知識の普及等を行
い、健やかな成長ができるよう支援
する。

セミナー開
催回数

依頼健康教
育　49回／年
,セミナー  2回
／年
母親学級　28
回／年
栄養　　 129
回／年
（合計208回
／年）

依頼健康教
育　36回／年
,セミナー  2回
／年
母親学級　28
回／年
栄養　　 132
回／年
（合計198回
／年）

100
母子手帳交付時に受診票を配布し、受診を勧め
ている。年１～２件飛び込み出産があり、今後も
妊婦健診の周知徹底が必要である。

母子訪問事業
保健センター
健康支援課

新生児及び１～２か月児をはじめ、
妊産婦・乳幼児等の家庭に訪問し妊
娠・出産・育児に対する不安を軽減
するとともに疾病の予防・健康の保
持増進を図る。

訪問件数 6,000件／年 6,332件／年 100
３か月未満児に対し全戸訪問、及び随時必要時
家庭訪問、電話相談、面接を行っている。

妊婦健診の公費負
担拡大

保健センター
健康支援課

安心して出産できる環境整備を推進
し、健やかな出産・子育て支援につな
げていくために、妊婦健康診査の公
費負担をする。

実施回数 14回／年 14回／年

100

65歳以上の高齢者を対象に介護予防として体操
教室を行っている。会場数は年々増加傾向であ
り85％は女性の参加者である。男性の参加率の
向上が課題である。

地域交流・健康づく
り

高齢者支援
課

地域の身近な場所で「いきいき健康
教室」を実施し、仲間づくりや健康づ
くりを推進する。

教室数 82教室／年 82教室／年

4
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66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

健康診査事業
保健センター
疾病予防課

生活習慣病を予防するため特定健
康診査等を４０～７４歳の国民健康
保険加入者等に実施。がん検診・肝
炎検診については市民対象に実施。

受診率 62%
特定健康診
査
受診率43.6％

70

平成23年度対象者80,793人全員へ受診券を個
別送付した。また、年度途中に未受診者へ受診
勧奨通知も実施した。受信率の更なる向上が課
題である。

100
市内３箇所を会場として、学生ボランティア等に
よる薬物乱用防止キャンペーンを実施した。参加
ボランティアの更なる参加者の拡大を図る。

個別課題１８　心身の健康づくり体制の充実

健康増進指導事業

保健センター
健康支援課
（健康増進セ
ンター）

運動を主体とした健康の保持増進及
び生活習慣の改善のため、体力測定
や問診調査に基づく保健・栄養・運動
指導を実施し、健康増進に努める。
また、骨粗鬆症対策として、骨密度測
定と予防法を指導することにより、高
齢者の骨折をきっかけとしてなりやす
い寝たきり予防も実施。

利用者数
①ﾄﾚｰﾆﾝ
ｸﾞ②骨密
度

①18,981人／
年
②2,600人／
年

①18,839人／
年
②2,402人／
年

90

社会環境浄化活
動・啓発活動・健全
育成活動

地域教育課
（少年セン
ター）

補導活動とともに非行を防止するた
めのポスターやちらしなどの作成と配
布。
薬物乱用防止のためのキャンペーン
を実施する。

意識啓発
のための
講演会等
の実施

2回／年 2回／年

トレニング利用者については目標値を上回り骨
密度測定は回数では前年より多くして測定してい
るが利用者数で下回った。利用者を増やすため
のアピールを再度検討する。

多目的ルームの貸
出

保健センター
健康支援課
（健康増進セ
ンター）

女性参加者の多い集団体操を行う
他、市民の健康増進のため運動サー
クルの活動の場として施設を貸し出
す。

利用件数 180件／年 170件/年 90
研修室の有料貸出件数は目標値を下回ったが
新規団体の利用があった。

主要課題６　人権を侵害する暴力の根絶
個別課題１９　暴力を許さない社会の基盤づくり

ＤＶ防止基本計画
の策定

男女共同参
画課

ＤＶ防止に向け、総合的に施策を推
進するため基本的な計画を策定す
る。

ＤＶ防止基
本計画の
策定

策定
平成23年8月
策定

100

平成23年8月にＤＶ防止基本計画を策定し、同年
10月に配偶者暴力相談支援センターの機能を設
置した。計画に基づき、ＤＶ対策を着実に進めて
行く。

広報等による人権
啓発

男女共同参
画課

人権擁護委員の日（6月1日）、人権
週間（12月4日～10日）等の記念日を
中心に、広報等で啓発活動を行う。

ＤＶ防止基本計画へ進行管理を移行

個別課題２０　被害者への相談・支援および加害者への教育・研修、更生支援

女性のためのＤＶ
専門相談員相談

男女共同参
画課

被害者に適切な支援及び情報提供
を行い、必要であれば関係機関へ迅
速に引継ぎをする。

ＤＶ防止基本計画へ進行管理を移行

子ども家庭総合支
援センター事業

子育て支援
課

子どもと子育て家庭に関する総合窓
口として、保健・福祉・教育等に関す
る基本的な問い合わせやサービスの
紹介等に応じるとともに、手続きや相
談が必要な場合には、関係機関と連
携して適切な支援を実施する。

ＤＶ防止基本計画へ進行管理を移行

ＤＶ被害者支援ネッ
トワーク会議の実
施

男女共同参
画課・
子育て支援
課

男女共同参画課、子育て支援課を中
心に、関係各課、警察、健康福祉セ
ンター等に参加してもらい、各所管で
生じた事例の対応に関する問題点、
課題等について協議し、連携を深め
る。

ＤＶ防止基本計画へ進行管理を移行

女性弁護士による
女性のための法律
相談

男女共同参
画課

あらゆる女性からの相談の中で法的
支援が必要な場合、女性弁護士が法
律相談を行う。

ＤＶ防止基本計画へ進行管理を移行

加害者への更生支
援の調査・研究

男女共同参
画課

加害者に対しての再発防止更生プロ
グラムの研究をする。

ＤＶ防止基本計画へ進行管理を移行

主要課題７　男女共同参画社会の形成を目指す国際的協調の推進
個別課題２１　国際的な協調と相互協力の推進

異文化交流事業 国際交流課

姉妹都市、友好都市交流はもちろ
ん、在住外国人と地域住民の理解を
深め、双方の歴史や文化などを紹介
するとともに講演会や体験会を開催
し、交流の機会を提供する。

参加者数 3,000人／年
いちかわドイ
ツデイ
9,400人／2日

100

異文化を紹介するイベントを通じ、目で見て感じ
ることで理解を深め、多文化共生の推進を図るこ
とが出来た。今後とも在住外国人の参加者数の
増加を図る。

━

日本語教室をはじめとする在住外国人に対する
各種支援事業や青少年交流事業など、市民主体
の国際交流事業を支援することで、国際理解や
国際交流の促進を図るとともに、外国人にも生活
しやすい環境作りに寄与することができた。

個別課題２２　在住外国人と共に目指す男女共同参画社会

外国人相談窓口 国際交流課

外国人のインフォメーションセンター
として、日常生活や市の行政・施設に
ついての情報提供など各種の相談に
応じます。

外国人相
談窓口相
談者数

1,500人／年 2,288人／年 100

市川市国際交流協
会補助事業

国際交流課

外国人が地域の中に溶け込み、相互
理解を深める機会を提供するため、
国際交流を積極的に行っている民間
の団体に対し、資金援助及び活動場
所を提供することにより、国際的な視
野を持った人材の育成や地域におけ
る国際理解・国際交流の促進を図
る。

━ ━ ━

本庁・支所に窓口を開設し、日常生活に関する
情報提供や、行政手続きのサポートなどを行なっ
た。

外国人向けの各種
情報提供の充実

国際交流課

言葉の壁から情報が伝わりにくい外
国人のために、インターネット、電
話、情報誌での情報提供および外国
語版の情報誌等を設置するなど生活
情報を的確に提供できる機能の充実
を図る。

━ ━ ━ ━

テレホンガイド事業を発展解消し、多言語電子
メール配信事業を開始した。平成23年度は、シス
テムを構築し、平成24年1月から3月まで実施し
た。今後は、登録者数の増加や、英語以外の言
語の導入が課題である。

20

翻訳や通訳の依頼内容を精査したうえで、国際
交流課で対応、または市川市国際交流協会のボ
ランティアへ業務の依頼を行い、目標は下回った
ものの、依頼を受けた案件の全てに対応した。依
頼内容の複雑化・専門化に対応するボランティア
の育成が課題である。

主要課題８　男女共同参画を推進する体制の整備
個別課題２３　推進体制の充実

男女共同参画推進
審議会の運営事業

男女共同参
画課

男女共同参画の推進状況を把握し、
報告すること等により、今後の推進に
向けて意見をいただく。

審議会開
催数

3回／年 3回／年

通訳・翻訳ボラン
ティアによる活動

国際交流課

在住外国人が誤解や不安を抱くこと
なく安心して暮らせるよう、地域にお
ける外国語通訳ボランティアと協力
体制の充実を図る。

市川市国
際交流協
会への通
訳・翻訳依
頼件数

70件／年 19件／年

100

ＤＶ防止基本計画の策定等について審議してい
ただいた。また、配偶者暴力相談支援センター設
置後の状況等の報告を行い、会議では多くのご
意見等をいただいた。

男女共同参画セン
ター登録団体等と
の共同事業の実施

男女共同参
画課

男女共同参画センターを利用し、積
極的に男女共同参画を進めている登
録団体等と共同事業を実施する。

共催・後援
事業への
参加者数

180人／年 77人／年 40
市内の女性団体を統括している「市川女性の集
い連絡会」と共催事業を1回実施した。共同事業
数や男性の参加者の増加が課題である。

40

市民の市政参加に関する要綱に基づき担当課
が実施するパブリックコメントによる意見聴取の
運用について、助言等の支援を行った。市民の
方がより行政の取り組みに関心を持っていただく
よう、周知・啓発に努める必要がある。

市民参加の推進
企画・広域行
政課

市民の市政参加に関する要綱の運
用状況を検証しながら、その制度の
充実を図り、市民と行政の協働によ
る自治を推進します。

パブリック
コメント1件
あたりの
意見件数
（年間）

20件／年 9件／年
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85

86

87

男女共同参画に関
する情報収集

男女共同参
画課

千葉県や近隣市等と連携を図りなが
ら、男女共同参画の推進に関し、情
報収集や情報交換を行う。

国・県・近
隣市等の
会議参加
数

10回／年 8回／年 80

ＤＶ関係の会議や県内の男女共同参画担当者を
対象とした会議に出席し、各機関の取組状況に
ついて情報交換を行ったり、懸案事項について
意見交換した。今後も積極的に情報収集に努め
る。

━
第3次実施計画最終年の事業実施状況や評価を
年次報告書として公表した。市民に分かりやすい
年次報告書を作成し公表していく。

計画掲載事業の実
施状況把握・公表

男女共同参
画課

年度毎、進捗管理事業の事業達成
度を把握し、審議会に報告する。

━ ━ ━

個別課題２４　計画の進行管理の充実

男女共同参画に関
する意識調査およ
び公表

男女共同参
画課

男女共同参画に関する市民意識の
変化を定期的に把握することにより、
男女共同参画社会の実現を推進して
いく。

社会全体
において、
「男女の地
位が平等」
と考える人
の割合

18%
11%
（eモニターア
ンケート）

60
eモニター、男女共同参画センター利用者へのア
ンケート、いずれも、平等感に対して男性と女性
の意識に違いがあり、その解消が必要である。

6
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市川市男女共同参画基本計画第４次実施計画掲載事業見直しについて 
 

№１８ 

事 業 名 各教科、道徳、特別活動及び総合的な学習の時間における人権教育 

事 業 概 要 

子どもが、互いの人権を尊重し、男女が平等に参画する中で、それぞれの考

えや立場の違いを認識しあえるような能力を身につけるための教育の指導形

態・指導方法の工夫や改善を学校が行い、それに対して指導・支援をする。  

所 管 課 学校教育部 指導課 

目 標 全小・中学校で人権教育に取り組む。（全小中学校数 56） 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

全小・中学校で人権教育

推進体制を整え、人権週

間等に取り組む。 

※前年度の内容見直し 

全小・中学校で人権教育

推進体制を整え、人権週

間等に取り組む。 

※前年度の内容見直し 

全小・中学校で人権教育

推進体制を整え、人権週

間等に取り組む。 

他の評価指標 
１．━ 

２．━ 

【見直し理由】「前年度の内容見直し」の記載から、具体的目標数値を記載するため。 

 

 

№１９ 

事 業 名 進路指導ノート「輝かしい未来に向かって」の活用 

事 業 概 要 
個性と能力に応じ、自立できるような進路指導を行うため、男女平等の視点

に立った進路指導計画の見直しを行うなど指導の推進、充実を図る。 

所 管 課 学校教育部 指導課 

目 標 
全小学校・特別支援学校へ各学年分 2部、全中学校へ各学年分 10部ずつの資

料を配付する。 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

全校へ配付 
※前年度の見直し 

全校へ配付 

※前年度の見直し 

全校へ配付 

他の評価指標 
１．活用の状況、効果など。 

２．━ 

【見直し理由】前年度の見直し」の記載から、具体的目標数値を記載するため。 

 

 

 

 

 

資料４ 
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№２１ 

事 業 名 生徒指導・教科領域指導に関する研究・研修 

事 業 概 要 
発達段階や性別にも配慮しつつ、男女共同参画意識を持った学校運営がなさ

れるよう関係者の研修会を実施する。 

所 管 課 学校教育部 指導課 

目 標 各研修会の実施回数 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

6回／年 
※前年度の内容見直し 

6回／年 

※前年度の内容見直し 

6回／年 

他の評価指標 

１．━ 

２．━ 

【見直し理由】「前年度の内容見直し」の記載から、具体的目標数値を記載するため。 

 

№２３ 

事 業 名 家庭教育学級運営事業 

事 業 概 要 
様々な活動を通じて、個性や能力に応じた子どもの育成や家族とのかかわり

等について学ぶ機会を提供する。 

所 管 課 生涯学習部 生涯学習振興課 

目 標 ①学級開催数 ②参加延べ人数 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

①450回／年       

②16,750人／年 

①470回／年 

430 

②17,000人／年 

14,500 

①490回／年 

430 

②17,250人／年 

14,500 

他の評価指標 

１．各学級の開催講座の中で、子どもの育成や家族とのかかわりに関連する 

講座数 

家庭教育学級に参加して「家庭教育の大切さを学ぶ良い機会となった」 

と回答する参加者の割合 

２．━ 

【見直し理由】市川市教育振興基本計画で新たな目標が設定されたため。 
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 №３０ 

事 業 名 労働相談事業 

事 業 概 要 
賃金、解雇、労働時間、労災等労働条件に関する相談及び労働保険等の手続

き等の相談に社会保険労務士が応じる。 

所 管 課 市民経済部 商工振興課雇用推進担当室 

目 標 相談対応可能数 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

139人／年 139 人／年 
139人／年 

116 

他の評価指標 

１．━ 

２．━ 

【見直し理由】事業見直しにより平成 25年度は相談実施回数が少なくなる予定のため。 

 

 

№３２【 新 規 】 

事 業 名 一般事業主行動計画策定支援事業 

事 業 概 要 

次世代育成支援対策推進法の改正により、従業員数 101 人以上の企業におい

ても一般事業主行動計画の策定が義務付けられたことを受け、対象となる 

に規定する一般事業主行動計画について、 

市内企業に計画策定の手引やサンプル等を配布し、計画策定を支援する。 

所 管 課 こども部 子育て支援課 

目 標 サンプル等の配布 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

80社／年 50社／年 30社／年 

他の評価指標 

１．━ 

２．━ 

【見直し理由】従業員数 101人以上の企業はほぼ全て計画策定済みであるため、配布対象を従業員   

       数 101人以上に限定しないようにするため。 
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№３７ 

事 業 名 防犯対策事業 

事 業 概 要 
誰もが安心して社会参画を果たすため、安全な街づくりの実現を目指し、市

民・警察・関係団体と協働してパトロール等の各種防犯対策を実施する。 

所 管 課 危機管理部 防犯担当 

目 標 ボランティアパトロール登録者数 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

3,500名 

次期防犯まちづくり行動計画による 

3,250名 3,500名 

他の評価指標 

１．参加人数の増加による防犯意識の高揚 

２．━ 

【見直し理由】市川市防犯まちづくり行動計画で新たな目標数値が設定されたため。 

 

 

 

№３８ 

事 業 名 家庭保育事業 

事 業 概 要 
認可保育園の待機児童解消および保護者の多様な保育ニーズに対応するた

め、家庭保育員による保育事業を推進する。 

所 管 課 こども部 保育課 

目 標 ①家庭保育員数②保育児童数（延べ） 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

①32人 

②751人／年 

①37人 

 23 

②865人／年 

 390 

①42人 

23 

②982人／年 

 390 

他の評価指標 

１．家庭保育員および利用者に対する支援体制の整備状況 

２．━ 

【見直し理由】市川市次世代育成支援行動計画（後期計画）の中間年度における見直しで新たな目 

標数値が設定されたため。 
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№４２【 新 規 】 

事 業 名 養育支援訪問事業 

事 業 概 要 

児童の養育について積極的に支援することが必要と判断される家庭に対し、

ヘルパー等を派遣して、養育に関する指導、助言、家事・育児援助等を行う

ことにより、家庭における児童の適切な養育環境を確保する。 

所 管 課 こども部 子育て支援課 

目 標 利用件数（延訪問日数） 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

360日／年 
360日／年 

200 

360日／年 

200 

他の評価指標 

１．利用世帯数（実） 

２．━ 

【見直し理由】平成 22年度実績が 177日、平成 23年度実績が 61日と目標と大きくかけ離れた状 

態になっているため、実態と整合するよう目標数値を修正する。 

 

 

№５０ 

事 業 名 施設整備事業 

事 業 概 要 

介護者や要介護高齢者が安心して生活できるよう在宅介護支援施設を充実さ

せると共に、施設整備の促進を図るため整備費用の一部を補助金として交付

する。 

所 管 課 福祉部 高齢者支援課 

目 標 施設整備数（定員） 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

２ヵ所(定員 150 人) ／

年 

第 5 期市川市老人保健福祉計画・介護保険事業計

画による 

０ヵ所／年 
1ヵ所（定員 100人）／

年 

他の評価指標 

１━ 

２━ 

【見直し理由】市川市高齢者福祉計画・介護保険事業計画で新たな目標数値が設定されたため。 
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№５７ 

【見直し理由】歯科分を追加するため。 

 

 

№５８ 

事 業 名 訪問指導 

事 業 概 要 
心身の状況・生活環境等から療養上の保健指導が必要な者とその家族に対し

て訪問し、必要な指導を行い、心身低下防止と健康増進を図る。 

所 管 課 保健スポーツ部 保健センター健康支援課 

目 標 訪問件数 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

130件／年 
130件／年 

60 

130件／年 

60 

他の評価指標 

１．━ 

２．━ 

【見直し理由】制度やサービスの整備に伴い、業務分担され、対象者が減少傾向にあるため下方修 

正を行う。 

 

事 業 名 健康相談 

事 業 概 要 
ライフサイクルに応じた心身の健康に関する個別の相談に応じ、必要な指導

及び助言を行う。 

所 管 課 保健スポーツ部 保健センター健康支援課 

目 標 相談対応可能件数 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

電話相談 450回／年 

面接相談  75回／年 

栄養相談 490回／年 

(合計 1,015回／年) 

電話相談 450回／年 

面接相談  75回／年 

栄養相談 490回／年 

歯科相談 180回／年 

(合計1,015回／年) 

1,195 

電話相談 450回／年 

面接相談  75回／年 

栄養相談 490回／年 

歯科相談 180回／年 

(合計1,015回／年 ) 

1,195 

他の評価指標 

１．━ 

２．━ 
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№５９ 

事 業 名 健康教育事業 

事 業 概 要 
生活習慣病の予防や健康管理に必要な正しい知識を得、自身の健康に対する

認識と自覚を高めることにより、健康的な暮らしへの支援をする。 

所 管 課 保健スポーツ部 保健センター健康支援課 

目 標 実施回数 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

食生活講座 20回／年 

一般健康教育            

260回／年 

（合計 280回／年) 

食生活講座 20回／年 

一般健康教育                

260回／年 

歯科健康教育                

35 回／年 

（合計 280回／年) 

315 

食生活講座 20回／年 

一般健康教育                

260回／年 

歯科健康教育                

35 回／年 

（合計 280回／年) 

315 

他の評価指標 

１．講座終了時にアンケートを実施して、講座後の意識や行動の変容につい

て評価している。 

２．━ 

【見直し理由】歯科分を追加するため。 

 

 

№６０ 

【見直し理由】「次期計画による」の記載から具体的目標数値を記載するため。 

事 業 名 
健康づくり支援事業 

推進員活動事業 

事 業 概 要 

市民が主体となり健康上の課題の解決に向け行動できるよう保健推進員、食

生活改善推進員と協力して支援し、地域の健康水準の向上を図る。 

※23年度で５ヵ年計画が終了、その後は事業を再検討予定。 

所 管 課 保健スポーツ部 保健センター健康支援課 

目 標 地域支援グループ数 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

10グループ／年(91回

1,500人) 

次期計画による 

9グループ／年 

(79回 1,200人) 

9グループ／年 

(79回 1,200人) 

他の評価指標 
１．グループ参加者が個々に目標を設定し、達成度を個別に判断している。 

２．━ 
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 №６１ 

事 業 名 母子健康教育事業 

事 業 概 要 
妊娠初期から乳幼児・学童・思春期の子どもと保護者を対象に、ライフサイ

クルに応じた知識の普及等を行い、健やかな成長ができるよう支援する。 

所 管 課 保健スポーツ部 保健センター健康支援課 

目 標 セミナー開催回数 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

依頼健康教育 

49回／年 

,セミナー  2回／年 

母親学級 28回／年 

栄養   129回／年 

（合計 208回／年） 

依頼健康教育 

49回／年 

45 

セミナー  2回／年 

母親学級 28回／年 

     24 

栄養   129回／年 

歯科   190回／年 

（合計208回／年） 

388 

依頼健康教育 

49回／年 

45 

セミナー  2回／年 

母親学級 28回／年 

     24 

栄養   129回／年 

歯科   190回／年 

（合計208回／年） 

388 

他の評価指標 
１．━ 

２．━ 

【見直し理由】改修工事に伴い、実施回数の調整を図ったため。 

 

 

№６５ 

事 業 名 地域交流・健康づくり 

事 業 概 要 
地域の身近な場所で「いきいき健康教室」を実施し、仲間づくりや健康づく

りを推進する。 

所 管 課 福祉部 高齢者支援課 

目 標 教室数 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

82教室／年 

第 5期市川市老人保健福祉計画による 

100教室／年 102教室／年 

他の評価指標 
１．終了時アンケート 

２．━ 

【見直し理由】市川市高齢者福祉計画・介護保険事業計画で新たな目標数値が設定されたため。 
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№８４ 

事 業 名 市民参加の推進 

事 業 概 要 
市民の市政参加に関する要綱の運用状況を検証しながら、その制度の充実を

図り、市民と行政の協働による自治を推進します。 

所 管 課 企画部 企画・広域行政担当 

目 標 
パブリックコメント 1件あたりの意見件数（年間） 

パブリックコメントの実施件数（年間） 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

 20件／年  20 件／年 20件／年 

他の評価指標 

１．「市民と行政のパートナーシップの構築」についての満足度及び重要度

（市川市市民意向調査報告書） 

２．━ 

【見直し理由】市民参加のさらなる拡大を図るため、要綱の改正により「市民生活に影響のある」 

       規則も対象に加えたことから、数値目標はパブリックコメント 1件あたりの意見件 

数より、年間のパブリックコメント実施件数が適切であるため。 

 

 

№８６ 

事 業 名 男女共同参画に関する意識調査および公表 

事 業 概 要 
男女共同参画に関する市民意識の変化を定期的に把握することにより、男女

共同参画社会の実現を推進していく。 

所 管 課 総務部 男女共同参画課 

目 標 
社会全体において、「男女の地位が平等」と考える人の割合 

（e モニターアンケート調査による） 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

18％ 
21％ 

前年度実績より増 

25％ 

前年度実績より増 

他の評価指標 

１．「夫は外で働き妻は家を守る方がよい」と考える人の割合 

２．市川市男女共同参画社会基本条例・市川市男女共同参画基本計画・男女

共同参画センターの認知度 

【見直し理由】目標数値は、概ね 5年に 1度実施している年齢層か別無作為抽出による市民意識調 

査によるものではなく、eモニターアンケートにより把握しており、目標と実績に 

ズレが生じているため、目標及び目標数値を eモニによるものに統一する必要があ 

る。 
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■市川市ＤＶ防止基本計画　事業別一覧（平成24年度第1回市川市男女共同参画推進審議会資料から一部抜粋）
№中の※印の数字は、「市川市男女共同参画基本計画に基づく第４次実施計画」から進行管理を移行した第４次実施計画中の事業番号です。

№

1

(※71)

2
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評価 取組状況、今後の課題等

基本目標Ⅰ　ＤＶを許さない社会づくり
取組の方向（施策）１　ＤＶ根絶の啓発

広報等による人権
啓発

男女共同
参画課

人権擁護委員の日（6月1日）、
人権週間（12月4日～10日）等
の記念日を中心に、広報等で啓
発活動を行う。

広報紙掲
載回数

2回／年 2回／年

事業名 所管課 事業概要 目標 23年度目標 23年度実績

100

６月と１２月の特設相談窓口、人権啓発映画会を
開催するにあたり、広報いちかわに掲載。ホーム
ページ、ポスターによる広報を実施し、ＰＲに努め
た。さらに啓発に有効な媒体を考えていく。

ＤＶ防止講座の実施
男女共同
参画課

ＤＶ防止に関し、正しい知識を身
につけることができるような講座
を開催する。

ＤＶ防止講
座の延参
加者数

100人 49人 40

２回、５時間の実施。参加者数は目標を下回った
が、講座を通して、DV防止の啓発及びDV被害者
への理解、支援者としての知識等の啓発に取り組
むことが出来た。今後は開催日数を増やし、DV防
止を啓発する。

90
人権週間1日特設相談窓口時に人権啓発映画会
開催し、着実な活動に取り組んだ。参加者を増や
すことが課題。

デートＤＶパンフレッ
トの活用

男女共同
参画課

デートＤＶのパンフレットを配布
し、正しい知識を身につけるよう
啓発する。

配布枚数 500枚 0枚 0

効果的にパンフレットを活用できるよう、来年度配
付する学校等の検討をし、さらに県で実施している
デートＤＶ防止セミナー実施校をふまえ、配付校や
部数を検討した。デートDVは低年齢化しており、
有効な啓発を検討していく。

ＤＶＤ上映会の実施
男女共同
参画課

人権およびＤＶ防止関係のＤＶＤ
上映会を実施し、啓発する。

ＤＶＤ鑑賞
者延人数

30人 24人

取組の方向（施策）２　学校での人権教育

人権教室実施
男女共同
参画課

他人の痛みが理解できる心、思
いやりのある心を育めるような
人権教室を実施する。

受講児童
数

3,000人 4,550人 100

小学校の小・中・高学年それぞれの年齢に合わせ
て、絵本冊子、ＤＶＤ、冊子を使って人権擁護委員
が人権教室を行った。市内２６校の小学校で実
施。今後は人権の花運動と同時に実施し、有効な
啓発活動を行っていく。

70
人権擁護委員が各中学校で人権講演会を行って
いる。市立中学校16校のうち2校で実施。さらに人
権作文コンテストに応募を働きかけていく。

基本目標Ⅱ　相談体制の充実
取組の方向（施策）３　ＤＶ被害者の早期発見

相談窓口の広報活
動の充実

男女共同
参画課

ＤＶの女性被害者の相談窓口に
関するちらしやハンドブック等を
作成し、市庁舎内の関係部署お
よび関係機関の窓口にて市民
に配布する。

ちらし、ハ
ンドブック、
ＰＲカード
の配布数

ちらし･ハンド
ブック･ＰＲ
カードの作成

ちらし･ＰＲ
カードの作成

人権講演会の実施
男女共同
参画課

暴力は絶対に許さないという意
識を根づかせるような講演会を
実施する。

受講生徒
数

1,600人 1,156人

60

ちらしとＰＲカードを作成した。一人でも多くの女性
のＤＶ被害者が相談できるよう、また、市民に、支
援者として理解を得られるよう配慮して、作成し
た。さらに関係部署の所属長説明会、庁内窓口職
員への説明会を行い、有効活用を図る。

早期発見のための
情報提供

男女共同
参画課

民生委員等の地域に精通して
いる方々がＤＶの女性被害者を
早期に発見し、速やかに、相談
窓口に案内できるようなＤＶ防止
についての説明会を実施する。

ＤＶ防止に
ついての
説明会の
実施回数

3回 1回 30

民生委員の地区別説明会に先駆けて、会長・副会
長の代表者会議で、ＤＶ防止の啓発を実施し、各
地区での説明会の重要性を理解してもらえるよう
取組んだ。今後も市民により近い民生委員にＤＶ
防止について啓発し、一人でも多くの女性のＤＶ被
害者が相談できるよう、地区別の説明会を随時
行っていく。

100
日本語が話せない外国人のＤＶ被害者に、相談窓
口がわかるよう、５ヶ国語でちらし、ＰＲカードを作
成した。今後は適切な配布場所を考えていく。

ＤＶ被害者相談窓口
連携マニュアルの
作成・活用

男女共同
参画課

市役所の様々な受付窓口で、Ｄ
Ｖ被害者を発見し、速やかにＤＶ
相談窓口を案内できるよう、受
付窓口専用の連携マニュアルを
作成し、活用する。

窓口職員
の説明会
参加者数

マニュアル作
成

マニュアル作
成

100

ＤＶ防止基本計画策定プロジェクト会議において、
連携マニュアル作成のため、平成23年度に５回会
議を実施し、関係部署の様々な意見を反映したマ
ニュアルを作成した。窓口職員が有効活用をでき
るよう説明会を実施していく。

外国人に対する相
談窓口の周知

男女共同
参画課

英語・中国語・韓国語・タガログ
語等のＤＶ相談窓口のＰＲカー
ド、ちらし等を作成し、配布す
る。

配布枚数
ちらし・ＰＲ
カード作成

５ヶ国語を作
成

取組の方向（施策）４　相談窓口の充実

ＤＶ専門相談員相談
男女共同
参画課

被害者に適切な支援及び情報
提供を行い、必要であれば関係
機関へ迅速に引継ぎをする。

相談可能
体制

相談員1日2
名 以上勤務
する日を週3
日とする

週7日 100
ＤＶ相談に対応するため、相談員は全て、女性相
談員（婦人相談員）とした。DV相談の増加に伴い、
1日3名体制も考えていく。

60

毎週水曜日の午後に実施、１日５人まで、相談可
能な体制で取り組んでいる。年々、減少傾向となっ
ており、相談が可能な条件等の見直しが必要であ
る。

子ども家庭総合支
援センター

子育て支
援課

子どもと子育て家庭に関する総
合窓口として、保健・福祉・教育
等に関する基本的な問い合わ
せやサービスの紹介等に応じる
とともに、手続や相談が必要な
場合には、関係機関と連携して
適切な支援を実施する。

活動件数 4,000件/年 4,203件／年 100

電話や庁内面接にて対応。DVについては述べ70
人　実人数34人相談。うち2ケースが緊急一時保
護所を利用。今後も関係機関との連携を維持しつ
つ、滞りない情報の受け渡しを行っていく。

女性弁護士による
法律相談

男女共同
参画課

あらゆる女性からの相談の中で
法的支援が必要な場合、女性
弁護士が法律相談を行う。

相談件数 200件/年 136件／年

50

国際交流課の協力を得て、ボランティアによる5ヶ
国語（英語・中国語・韓国語・スペイン語・タガログ
語）のＤＶ連絡カード、ちらしの作成をした。人材登
録台帳を整備していく過程で、通訳ボランティア希
望の項目を設け、通訳者の情報収集に取り組んで
いく。

施設入所の緊急協
議

男女共同
参画課・地
域福祉支
援課・障害
者支援課

高齢あるいは、障害のあるＤＶ
女性被害者の緊急一時保護が
必要となる場合、関係部署と緊
急協議を行いふさわしい施設に
一時的に避難させる。

緊急一時
的に施設
に入所した
数

3人 0人 0

それぞれの課で対応している障害者、高齢者であ
るDV被害者のケースについて、予防・早期発見・
相談を実施し連携を図った。DV防止法、高齢者虐
待防止法、障害者虐待防止法（24年10月1日施
行）に留まらないケースに適した支援が可能になる
よう、関係課との連携を強化していく。

通訳者情報の収集
及び研究

男女共同
参画課

外国人女性のＤＶ被害者に対
し、多言語で対応できるよう、通
訳情報を収集し協力を求めてい
く。

通訳者情
報の収集
数

10人 5人

取組の方向（施策）５　被害者の安全確保

緊急一時保護施設
との連携

男女共同
参画課

千葉県および民間の緊急一時
保護施設に入所することにより、
被害者（同伴の子どもを含む）
の緊急的な安全確保をする。

民間一時
保護施設
等の情報
収集数

5か所 6か所 100

県の会議や日々の相談業務を通して、民間シェル
ターの情報収集をすることが出来た。シェルターと
いう性質上、実際に必要に応じて情報収集に努め
る。

0

今年度は、旅費等の助成はなかったものの加害
者の追跡の可能性が高く、危険度の高いケース3
件については、安全確保のための同行支援を行っ
た。今後も、ケースの実態に合わせて、安全確保
を第一に考え、必要に応じて、同行支援や旅費等
の支給を行っていく。

安全確保のための
同行や旅費等の助
成

男女共同
参画課

施設・親戚・知人宅等に一時的
に避難するために同行したり、
交通費等が不足する場合には
旅費等を助成する。

助成件数 2件 0件
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取組の方向（施策）６　支援センター機能の充実

相談員の人材確保
男女共同
参画課

複雑化、多様化した相談に対応
できるような専門知識と経験の
ある相談員を確保する。

女性相談
員数（婦人
相談員数）

5人 8人 100

配偶者暴力相談支援センターを開設し、相談件数
も増加傾向にあるため、新たに2名の女性(婦人)相
談員の経験者を採用し、人材確保に取組んだ。今
後も人材確保に取り組んでいく。

スーパーバイズ等
による研修

男女共同
参画課

相談員の質の向上のため更に
上級の臨床心理士等（スーパー
バイザー）からケースに対する
助言や指導を受ける。

実施回数 ━ ━ ━
来年度のスーパーバイズ実現に向け、予算計上
し、講師の選定等に取り組み、来年度実施可能と
なった。

100

配偶者暴力相談支援センター開設後、月1回実施
し、困難事例の対応方法等を検討すると共に、重
篤なケースについては、担当以外の相談員も対応
可能となるようケース会議を実施した。

相談環境の充実
男女共同
参画課

相談者のプライバシーを厳密に
保護し、同時に相談者、相談員
とも安心安全を確保しながら、
迅速で内容の濃い対応を目指
すための相談環境を改善してい
く。

相談環境
改善実施
回数

1回 1回 100
印刷機を購入し、相談記録の打ち出し等スピード
アップできるようになり、効率化を図ることが出来
た。

ケース検討会議
男女共同
参画課

処遇困難ケースに対し、その対
応や支援方法等を複数の相談
員で検討することにより、適した
対応ができるようにする。

ケース検
討会議の
実施回数

4回 8回

基本目標Ⅲ　被害者支援の充実と加害者教育
取組の方向（施策）７　住居に関する支援

市営住宅等の情報
提供

男女共同
参画課

ＤＶの女性被害者やその家族が
今後の安定した住居として、市
営住宅を 希望する場合、入居
に関しての情報提供をする。

「配偶者か
らの暴力
の被害者
の保護に
関する証
明書」の発
行数

3件 3件 100

被害者が自立をするためには住居の確保が非常
に重要となるため、情報提供や助言は常に行って
おり、そのうち市営住宅の申込に必要な証明書発
行数は、3件であった。今後も自立のための情報
提供や助言をケースの実情に合わせて行ってい
く。

0

常にケースの実態にあわせ、最善の対応を検討し
助言や情報提供を行っているが、その結果、母子
寮への入居は無かった。母子寮入居が適している
ケースについては、子育て支援課やサポートセン
ターと連携し行っていく。

取組の方向（施策）８　就労に関する支援

就労支援関連セミ
ナー等の情報提供

男女共同
参画課

厚生労働省が所管する母子関
係の貸付け金、助成金、奨励
金、社会福祉協議会の貸付金
およびマザーズハローワークの
開催する就労セミナー等の情報
提供を行う。

「配偶者か
らの暴力
の被害者
の保護に
関する証
明書」の発
行数

3件 0件 0

母子寮等の情報提
供

男女共同
参画課

１８歳未満の子どものいるＤＶの
女性被害者が、自立を目指す第
１段階として、母子寮を希望する
場合、子育て支援課と連携し、
母子寮入寮についての情報、お
よび生活保護の情報等を提供
する。

入居件数 2件 0件

証明書を発行し、支援するケースはないものの、
常に自立支援のための情報提供、助言を行い自
立支援のために取り組んだ。相談者には、常に、
ケースの状況に適した就労の助言を行い、自立に
向けた就労支援を行っていく。

取組の方向（施策）９　子どもに関する支援

学校、保育園、幼稚
園とのケース協議

男女共同
参画課

直接、間接を問わずＤＶ被害を
受けた子どもの安全確保と安心
して学校等で学ぶことができる
よう、子ども家庭総合支援セン
ターや学校･幼稚園・保育園等と
緊密に連携し、支援します。

協議ケー
ス数

5件 3件 60

ＤＶ加害者である父親からの虐待やＤＶの重篤な
ケースで、逃げる準備や逃げているケースについ
て、追跡等の危険性が高い場合、学校・保育園・
幼稚園等と連携を図り安全確保に取り組んだ。迅
速に関係部署と連携を図り、より一層、子どもの安
全・安心を図っていく。

100

相談の中でＤＶ被害者である母親が、児童虐待の
加害者となったケースやＤＶ加害者の父親から虐
待を受けていたケース等様々なケースを児童相談
所に通告し、連携を図り対応した。今後も児童虐
待があった場合は児童相談所と迅速に連携してい
く。

取組の方向（施策）１０　継続的な支援

ケース相談の継続
男女共同
参画課

ＤＶの女性被害者の意思を尊重
した生活再建を支援できるよう
にケース相談を継続する。

相談ケー
ス実数の
中の継続
相談ケー
ス割合

90% 82% 90

児童相談所との
ケース協議

男女共同
参画課

被害世帯の子どもに心理的なケ
アが必要と思われる場合は、児
童相談所と連携し支援します。

児童相談
所との連
携件数

3件 4件

配偶者暴力相談支援センター開設に伴い、知名度
も高くなり前年に比べ他市、他県から市川市に逃
げてくるケースが1割ほど増加し、他市へ逃げた
ケースも1割ほど増加した。今後も被害者の安全
や自立に向けた支援を継続的に行っていく。

取組の方向（施策）１１　加害者教育の研究

加害者への更生支
援の調査・研究

男女共同
参画課

加害者に対しての再発防止更
生プログラムの研究をする。

情報収集
件数

3件 4件 100

加害者更生プログラムの有効なものは、確立され
ていないことから、まずは、加害者についての対応
や行動等を内閣府や県、NPO法人からの資料収
集をし、調査・研究に取り組んだ。今後も研究し、
相談業務に生かしていく。

DVと児童虐待は密接な関わりがあるため千葉県
と同じように、既存のいちかわこども人権ネット
ワーク会議と一緒に開催できるか、否かを関係課
で協議をした。現在、会議の発足に向け、関係部
署と協議している。

基本目標Ⅳ　推進体制の充実
取組の方向（施策）１２　ＤＶ防止基本計画の推進

ＤＶ防止基本計画の
進捗状況の確認お
よび評価

男女共同
参画課

市川市男女共同参画推進審議
会に、本計画内の全事業につい
て進捗状況および評価を報告
し、審議結果を次年度事業の参
考とする。

━ ━ ━ ━

ＤＶ防止基本計画は平成23年8月策定のため、平
成23年度は事業の取りまとめはない。
平成23年度の実施事業については、平成24年度
に進捗状況の確認を行うこととなる。

民間協力団体の立
ち上げ

男女共同
参画課

ＤＶ被害者支援を目的とした民
間協力団体の立ち上げを見越し
たＤＶ防止関係の講座を実施す
る。

ＤＶ防止講
座の実施
数

1回 2回 100

「DV被害者サポーター養成講座～初級～」を実施
し、DV防止の啓発及びDV被害者への理解および
支援者として知識等の啓発に取り組み、講座修了
者8名からなる男女共同参画センターの登録団体
が発足した。今後もDV関連の講座等を実施し、DV
被害者のサポーターを増やしていく。

━

ＤＶ防止基本計画は平成23年8月策定のため、平
成23年度は実施状況の公表はない。平成23年度
の事業実施状況の公表は、平成24年度に行うこと
となる。

取組の方向（施策）１３　関係部署・機関等との連携

ＤＶ被害者支援ネッ
トワーク会議の実施

男女共同
参画課・子
育て支援
課

男女共同参画課、子育て支援
課を中心に、関係各課、警察、
健康福祉センター等に参加をし
てもらい、各所管で生じた事例
の対応に関する問題点、課題等
について協議し、連携を深める。

開催回数 1回/年 0回/年 0

事業の実施状況の
公表

男女共同
参画課

本計画の事業の進捗状況を市
のホームページ等で公表し、本
計画を広く市民に周知し、ＤＶ根
絶を目指す。

━ ━ ━

2



平成 24 年度第 2 回市川市男女共同参画推進審議会資料 

1 

市川市 DV 防止基本計画掲載事業見直しについて 
 

事業番号 ７  相談窓口の広報活動の充実                                                

【見直し理由】事業の効果をより的確に把握するため、目標と目標数値を変更する。 

 

 

【見直し理由】事業の効果をより的確に把握するため、目標と目標数値を変更する。 

 

事 業 概 要 
ＤＶの女性被害者の相談窓口に関するちらしやハンドブック等を作成し、  

市庁舎内の関係部署および関係機関の窓口にて市民に配布する。 

所 管 課 総務部 男女共同参画課 

目 標 
ちらし、ハンドブック、ＰＲカードの配布数 

ちらし等の配布設置箇所数 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

ちらし･ハンドブック･Ｐ

Ｒカードの作成 

ちらし 1,000枚 

ハンドブック 500冊 

ＰＲカード 500枚 

35 箇所 

ちらし 2,000枚 

ハンドブック 500冊 

ＰＲカード 500枚 

45箇所 

他の評価指標 

1.ちらし等の配布設置箇所の数 

 ちらし、ハンドブック、ＰＲカードの配布数 

2.ちらし、ハンドブック、ＰＲカードの利用者数 

事業番号 ９  外国人に対する相談窓口の周知                        

事 業 概 要 
英語・中国語・韓国語・タガログ語等のＤＶ相談窓口のＰＲカード、     

ちらし等を作成し、配布する。 

所 管 課 総務部 男女共同参画課 

目 標 
配布枚数 

ちらし等の配布設置箇所数 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

ちらし・ＰＲカード作

成 

各 200 枚 

35箇所 

各 400 枚 

45 箇所 

他 の 評 価 指 標 
1.翻訳言語数 

2.━ 

資料６ 
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事業番号 １１  女性のためのＤＶ専門相談員相談 （第４次実施計画 №72） 

※目標数値（平成 22 年度実績）相談員 1 日 2 名以上勤務する日は週 2 日  

【見直し理由】平成 23 年度から一般相談員とＤＶ相談員を統合し、全員を女  

性相談員（婦人相談員）としたため、事業名と目標数値を修正  

する。  

 

 

事業番号 １４  通訳者情報の収集及び研究                                              

【見直し理由】事業の効果をより的確に把握するため、目標と目標数値を変更する。 

事 業 概 要 
被害者に適切な支援及び情報提供を行い、必要であれば関係機関へ迅速に 

引継ぎをする。 

所 管 課 総務部 男女共同参画課 

目 標 相談可能体制 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

相談員 1日 2名 以上勤務

する日を週 3日とする 

相談員 1日2名 

      3 

 以上勤務する日を週

3日とする 

相談員 1日2名 

        3 

 以上勤務する日を週 4

日とする 

他の評価指標 
1.相談者の満足度 

2.相談環境の整備、相談員の充実 

事 業 概 要 
外国人女性のＤＶ被害者に対し、多言語で対応できるよう、通訳情報を収集

し協力を求めていく。 

所 管 課 総務部 男女共同参画課 

目 標 
通訳者情報の収集数 

通訳者の協力回数 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

10人 
20人 

10回 

30人 

10 回 

他の評価指標 

1.通訳者の協力数 

通訳者情報の収集数 

2.― 
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事業番号 １５  施設入所の緊急協議                                                         

【見直し理由】事業の効果をより的確に把握するため、目標と目標数値を変更する。 

 

 

事業番号 １７  安全確保のための同行や旅費等の助成                                                         

【見直し理由】事業の効果をより的確に把握するため、目標と目標数値を変更する。 

 

 
 
 

事 業 概 要 
高齢あるいは、障害のあるＤＶ女性被害者の緊急一時保護が必要となる   

場合、関係部署と緊急協議を行いふさわしい施設に一時的に避難させる。 

所 管 課 （総務部） 男女共同参画課 （福祉部） 地域福祉支援課 障害者支援課 

目 標 
緊急一時的に施設に入所した数 

関係部署との協議回数 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

3人 
3人 

 回 

3人 

 回 

他の評価指標 

1.施設入所者の満足度 

2.― 

事 業 概 要 
施設・親戚・知人宅等に一時的に避難するために同行したり、交通費等が

不足する場合には旅費等を助成する。 

所 管 課 総務部 男女共同参画課 

目 標 
助成件数 

同行支援件数 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

2件 
2件 

 5 

2件 

          5 

他 の 評 価 指 標 

1.安全確保に関する満足度 

2.同行支援件数 

 助成件数 
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事業番号 ２４  就労支援関連セミナー等の情報提供                                      

【見直し理由】情報提供が必要な場合は全てに関し行っているため、目標見直しが必要と 
なった。 

 
 

事業番号 ３１  ＤＶ被害者支援ネットワーク会議の実施 （第４次実施計画 №76） 

【見直し理由】計画策定時の事業概要から、高齢者支援課、障害者支援かも含めた内容の会 
議とすることになり、事業概要等に変更が生じたため。 

事 業 概 要 

厚生労働省が所管する母子関係の貸付け金、助成金、奨励金、社会福祉協

議会の貸付金およびマザーズハローワークの開催する就労セミナー等の情

報提供を行う。 

所 管 課 総務部 男女共同参画課 

目 標 
「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書」の発行数 

― 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

3件 
5件 

― 

5件 

― 

他の評価指標 
1.就労に結びついた件数 

2.助成金、奨励金の受給件数 

事 業 概 要 

男女共同参画課、子育て支援課を中心に、関係各課、警察、健康福祉セン

ター等に参加をしてもらい、 

ＤＶ、児童虐待、高齢者虐待、障害者虐待の家庭等における暴力に対し、

関係機関等で構成されるネットワーク会議を立ち上げ、 

各所管で生じた事例の対応に関する問題点、課題等について協議し、連携

を深める。 

所 管 課 
（総務部） 男女共同参画課、（こども部） 子育て支援課 

（福祉部） 地域福祉支援課、障害者支援課 

目 標 開催回数 

目 標 数 値 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

1回/年 
1回/年 

会議設置準備 
2回/年 

他 の 評 価 指 標 
1.内容 

2.― 


	公表資料一式　平成25年度第2回審議会
	公表　平成24年度第2回審議会会議録詳細
	公表・意見概要（H24年度第2回分）

	次第（H24第2回）
	公表用　資料１　席次表（H24第2回）
	公表用　資料２　H24年度第2回　委員出欠名簿
	資料３　４次　第1回資料より事業進捗一覧表
	公表・審議会後修正反映　資料４　第４次事業見直し
	資料５　ＤＶ　第1回資料より事業進捗一覧表
	公表・審議会後修正反映　資料６　DV事業見直し

